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指定介護老人福祉施設 

油山福祉の里 

重 要 事 項 説 明 書 

 

 

◇◆目      次◆◇ 

１．施設経営法人 

２．ご利用施設 

３．居室の概要 

４．職員の配置状況 

５．施設が提供するサービスと利用料金 

６．施設を退所していただく場合（契約の終了について） 

７．残置物引取人 

８．苦情等の受付について 

９．事故発生時の対応について 

１０．看取り介護について 

 

 

当施設は介護保険の指定を受けております 

 

福岡市指定 第４０７１３００２２４号 

 

当施設は、契約者に対して指定介護福祉サービスを提供致します。施設の概要や提供

されるサービスの内容、契約上のご注意いただきたいことを次のとおりご説明致しま

す。 

 

※ 施設へのご入所は、原則として要介護認定の結果『要介護３から５』と認定された

方が対象となります。 
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１．施設経営法人 

 （１）法人名     社会福祉法人 福岡福祉会 

 （２）所在地     福岡市城南区大字東油山字黒の原４９９番地１６ 

 （３）電話番号    ０９２－８６１－８７８８ 

 （４）代表者名    理 事 長  草 場 春 次 

 （５）法人設立年月日 平成 ９年１１月 ４日 

２．ご利用施設 

 （１）施設の種類   指定介護老人福祉施設   平成１２年 ３月 ６日指定 

            福岡市  第４０７１３００２２４号 

（２）施設の目的   施設サービス計画に基づき、可能な限り居室における生活への復帰を念頭

に置いて、入浴、排泄、食事等に介護、相談及び援助、社会生活上の

便宜の供与その他日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養

上の世話を行うことにより、契約者がその有する機能に応じ自立した日

常生活を営むことができるようにすることを目指すものといたします。 

 （３）施設の名称   特別養護老人ホーム  油山福祉の里 

 （４）施設の所在地  福岡市城南区大字東油山字黒の原４９９番地１６ 

（５）施設の電話番号 ０９２－８６１－８７８８、ＦＡＸ；０９２－８６１－８８７２ 

（６）管理者     施 設 長  田崎 健太郎 

（７）施設の運営方針 契約者の人権プライバシーを尊重し、全室個室という特徴を最大限に生か

して、少しでも家庭に近い環境を作り上げ、快適で心の通った豊かな生

活と自立に向けた処遇に努めることを目標といたします。 

（８）施設開設日   平成１０年１２月１５日 

（９）入所定員    ５０ 名 

３．居室の概要 

 （１）居室・設備等の概要 

  当施設では、以下の居室及び設備を備えております。入所される居室は原則として個室となって

おりますが、二人部屋への入所を希望される場合は、その旨をお申し出下さい。 

（但し、契約者の心身の状況や居室の空き状況により、ご希望に添えない場合もあります。） 

居室・設備の種類 室 数        備          考 

個室（一人部屋） ４２室  

二人部屋   ４室  

合   計 ４６室  

食   堂  １室  

医 務 室  １室  

機能訓練室  １室 【主な設置機器】 

メドマー（空気圧マッサージ機）、車椅子、歩行器 

マイクロサーミー（マイクロ波治療器）、休憩用ベット 

歩行訓練用平行棒 等 
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 浴   室  １室 個人浴槽４，  機械浴槽 1 

※ 上記の設備は、厚生労働省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に設置することが

義務付けられているものであり、その使用にあたって費用が発生するものではありません。 

 （２）居室の変更 

  契約者又は契約者の家族又は代理人から居室の変更の申し出があった場合は、居室の空き状

況により、施設でその可否を決定いたします。契約者の心身の状況により居室の変更をする場合

があります。 

 （３）居室に備えられている備品等 

  ベット、ベットマット、掛け布団、毛布、床頭台、エアコン、洋式トイレ、洗面台（トイレ内に設置され

ています） 

（４）入院中の空床利用について 

 入院等により外泊中の居室はショートステイのお客様に利用させて頂く場合があります。（事前に

ご連絡致します） 

４．職員の配置状況 

当施設では、契約者に対して指定介護老人福祉施設サービスを提供する職員として、以下の職種

の職員を配置いたしております。職員の配置については、指定基準を遵守しております。 

【主な職員の配置状況】 

   職    種   常勤換算（名） 指定基準（名） 

 施設長（管理者）       １       １ 

 介護支援専門員       2       １ 

 生活相談員       2       １ 

 介護職員      ２０      １５ 

 看護職員       ３       ２ 

 機能訓練指導員       １       １ 

 管理栄養士       １       １ 

 医師（嘱託医）       １       １（必要数） 

※ 常勤換算；職員それぞれの週当たりの勤務延べ時間の総数を当施設における常勤職員の所

定勤務時間（週４０時間）で除した数です。 

【主な職種の勤務態勢】 

   職  種          勤 務 態 勢 

  医師（嘱託医） 毎週火・土曜日  １４：００～１６：００ 

  看護職員 標準的な時間帯における最低配置人員 

通常 ９：００～１８：００   １名ないし２名 

  機能訓練指導員 １週間に５日勤務 ９：００～１８：００ 

 

 

  介護職員 標準的な時間帯における最低配置人員 

早朝   ６：３０～１５：３０         １名 
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早出   ７：００～１６：００      １名ないし２名    

日勤   ９：００～１８：００      １名ないし２名 

遅出  １０：００～１９：００      １名ないし２名 

遅出  １２：００～２１：００      １名ないし２名              

夜間  １６：００～１０：００         ３名 

５．施設が提供するサービスと利用料金 

 契約者に対して、以下のサービスを提供いたします。 

 施設が提供するサービスについて 

 （一）利用料金が介護保険から給付される場合 

 （二）利用料金の全額をご契約者にご負担いただく場合があります。 

 （１）介護保険の給付の対象となる場合（契約書第２章７条参照） 

   〈サービスの概要〉 

   ①入浴 ◇入浴又は清拭を最低２回行います。 

◇ 寝たきりでも機械浴槽を使用して入浴することができます。 

   ②排泄 ◇排泄の自立を促すため、契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

   ③機能訓練 ◇機能訓練指導員により、契約者の心身の状況に応じて、日常生活を送るのに必

要な機能の回復又はその減退を防止するための訓練を行います。 

   ④健康管理 ◇嘱託医及び看護職員が、健康管理を行います。 

   ⑤その他の自立への支援 

◇ 寝たきり防止のために、できる限り離床に配慮いたします。 

◇ 清潔で快適な生活が送れますように、適切な整容が行われるよう援助いたしま

す。 

 （２）介護保険の給付対象とならない場合（契約書第５条、第７条参照） 

   〈サービスの概要と料金〉 

   ①食費 ◇食材料費及び調理費相当額をご負担いただきます。（別紙料金表を参照） 

        所得の低い方には負担限度額が設けられておりますので、職員にお尋ね下さい。 

◇ 当施設では、管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに契約者の心身の

状況及び嗜好を考慮した食事を提供いたします。契約者の自立支援のために

離床して、食堂にて食事を摂っていただくことを原則といたしております。 

食事時間は   朝食   ７：３０～ ９：３０ 

          昼食  １２：００～１４：００ 

          夕食  １７：３０～１９：００ 

   ②居住費 ◇室料及び光熱水費相当額をご負担いただきます。（別紙料金表を参照） 

        所得の低い方には負担限度額が設けられておりますので、職員にお尋ね下さい。 

   ③理髪・美容 ◇理髪；月２回理容師の出張による理髪サービス（調髪、顔剃、洗髪）をご利用い

ただけます。 （１回当たり１，５００円） 

◇美容；美容師の出張による美容サービス（調髪）をご利用いただけます。 

   ④施設・設備 ◇電化製品持ち込み１台につき 1 日 50 円 

            ◇テレビ貸出（電気代込み）    １日１００円 
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   ⑤レクリェーション 

  月        行 事 内 容  備 考 

 ４ 月 野球観戦、お花見、誕生会、誕生日外食  

 ５ 月 どんたく隊来所、よさこい隊、誕生会、誕生日外食  

 ６ 月 福岡地区交歓大会（文化祭）、誕生会、誕生日外食  

 ７ 月 七夕祭り、誕生会、誕生日外食、ソーメン流し  

 ８ 月 誕生会、誕生日外食、長谷公園夏祭り、  

 ９ 月 敬老会、作品展、誕生会、誕生日外食  

 １０月 誕生会、誕生日外食   

 １１月 南ブロックレクリェーション大会〈運動会〉、誕生会、誕生日外食  

 １２月 大相撲観戦、餅つき大会、誕生会、誕生日外食  

 １ 月 初詣、誕生会、誕生日外食  

 ２ 月 節分祭（豆まき）、誕生会、誕生日外食  

 ３ 月 誕生会、誕生日外食  

※ 誕生日外食は、誕生月の方が対象となります。なお、外出にかかる、交通費・駐車場代金・外

食等の費用は各自個人負担となります。 

  ⑥複写物の交付 

   契約者・契約者のご家族等は、サービスの提供についての記録をいつでも閲覧することができ

ます。 

   複写物を必要とする場合は、実費（１枚につき１０円）をご負担いただきます。 

  ⑦契約書第２３条に定める所定の料金 

   契約者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合に、本来の契約終了日から現実に居室が明

け渡された日までの期間に係る料金を支払うものとなります。 

◆ 経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合は、相当な額に変更することがあり

ます。その場合には事前〈２ヶ月前〉に説明を行い、実施するものといたします。 

⑧貴重品の管理 

   現金、貴重品等のお持ち込みは原則禁止させていただきます。 

   お持ち込みを希望される場合、ご契約者の責任で管理していただき、紛失等について当施設

は一切の責任を負いかねます。 

   ご契約者のやむを得ない理由（虐待等）がある際は、貴重品管理サービスをご利用いただけ

ます。詳細は以下の通りです。 

管理する金銭の形態：施設の指定する金融機関に預け入れている預金 

お預かりするもの：上記預貯金通帳と金融機関へ届け出た印鑑、年金証書 

保管管理者：施設長     保管管理補助者：副施設長 

出納方法：手続きの概要は以下の通りです。 

預金の預け入れ及び引き出しが必要な場合、備え付けの届出書を保管管理者へ提出して

いただきます。 

保管管理者は上記届出の内容に従い、預金の預け入れ及び引き出しを行います。 
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保管管理者は出入金のつど出入金記録を作成、その写しを3ヶ月毎にご契約者へ交付します 

（３）利用料金の支払い方法（契約書第７条参照） 

  前述した（１）（２）の料金又は費用は、１ヶ月毎に計算し、翌月ご請求いたします。翌月の２５

日までに事業者及び契約者の合意に基づいた方法でお支払い願います。〈１ヶ月に満たない

期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金額となります。〉 

金融機関口座から自動引き落とし 

ご利用できる金融機関 ： 西日本シティ銀行・福岡銀行・ゆうちょ銀行 

その他Ｑネットで利用できる金融機関 

 （４）入院中の医療の提供について 

   医療を必要とする場合は、契約者及び契約者のご家族の希望により、下記医療機関におい

て診療や入院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院

治療を保証するものではありません。また下記医療機関での診療や入院治療を義務づける

ものではありません。） 

施設嘱託医 

武 富 賢 治 医師（たけとみクリニック） 診療科  内 科 

所在地 福岡市中央区笹丘１丁目１１番１３－３０１号 

協力医療機関 

名称 さくら病院 診療科 内科、心療内科、循環器内科、呼吸器内科 

所在地  福岡市城南区南片江６丁目２番３２号 

    

名称 博愛会病院 診療科 内科、外科、整形外科、呼吸器科、消化器科 

所在地  福岡市中央区笹丘１丁目２８番２５号 

 

名称 福岡みつき病院 診療科 外科、整形外科、脳神経外科、胃腸科  

所在地  福岡市城南区別府１丁目２番１号 

 

◆ その他の協力医療機関◆ 

サンデンタル歯科 

６．施設を退所していただく場合（契約の終了） 

  契約者は、以下のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができるものとする。

万が一このような事由に該当するに至った場合には、施設との契約は終了し、入所者に退所して

いただくことになります。（契約書第１６条参照） 

① 要介護認定により契約者の心身の状況が自立又は要支援と認定された場合 

② 要介護認定により契約者の心身の状況が要介護度 1～2 と認定された場合（特例入所該当

の場合を除く） 

③ 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施設を閉鎖した場合 

④ 施設の滅失や重大な毀損により、契約者に対してサービスの提供が不可能になった場合 

⑤ 施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 
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⑥ 契約者又は契約者のご家族から退所の申し出があった場合（詳細は以下を参照願います） 

⑦ 事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は以下を参照願います） 

⑧ 契約者の所在が２週間以上不明になった場合 

 （１）契約者からの退所の申し出（中途解約、契約解除）（契約書第１７条、第１８条を参照） 

   契約の有効期間であっても、契約者より施設からの退所を申し出ることができます。 

   その場合には、退所を希望する日の 14 日前までに“解約届出書”をご提出していただく 

   ことになります。但し、以下の場合には、即座に契約を解約し、施設を退所することが 

   できます。 

①介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

②契約者が入院された場合 

③事業者若しくはサービスの従業者が正当な理由なく、本契約に定める介護福祉施設サービス

を実施しない場合 

④事業者若しくはサービスの従業者が守秘義務に違反した場合 

⑤事業者若しくはサービスの従業者が故意又は過失により契約者の身体・財産・信用等を 

傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認められる場合 

⑥他の入所者が契約者の身体・財産・信用等を傷つけた場合若しくは傷つける恐れがある場合

において、事業者が適切な対応を取らない場合 

 （２）事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除）（契約書第１９条参照） 

    以下の事項に該当する場合には、施設より退所していただくことがございます。 

①契約者の家族又は代理人が、契約締結時に契約者の心身の状況及び病歴等の重要事項に

ついて、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果、本契約を継続しがたい重大

な事情を生じさせた場合（入所前の発熱や感染症等、新型コロナウイルスや新型インフルエン

ザ等） 

②契約者の家族又は代理人によるサービス料金の支払いが３ヶ月以上遅滞し、相当期 1 間を定

めた催告にも拘わらず、これが支払われない場合 

③契約者が故意又は重大な過失により、事業者又はサービスの従業者若しくは他の入所者 

等の生命・身体・財産・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為その他本契約を継続しがた 

い重大な事情が認められる場合 

④契約者が重大な自傷行為を繰り返すなど、自殺をする恐れが極めて大きく、事業者が充 

分な介護を尽くしても、これを防止することが客間的に困難と判断される場合 

⑤契約者が連続して３ヶ月を超えて病院又は診療所に入院することが見込まれる場合若し 

くは入院した場合 

⑥契約者が介護老人福祉施設に入所した場合若しくは介護医療院に入院した場合 

⑦病状の悪化により医療的ケアの割合が高まり、事業所での対応が困難になった場合 

 例：経鼻経管栄養・人工透析・膀胱瘻・気管切開・夜間喀痰吸引・自己間欠導尿（職員の 

   介助が必要な場合）・中心静脈栄養・点滴が常時必要な場合など 

⑧ ハラスメント（セクシャルハラスメント、パワーハラスメント、カスタマーハラスメント）行為 

および介護サービスに含まれない過剰なサービスの要求により、従業員若しくは他の 
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 入所者様の権利を侵害する、施設運営に重大な支障を生じさせる場合 

☆ 契約者が病院等に入院された場合の対応について☆（契約書第２１条参照） 

当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、下記のとおりとする。 

◆検査入院等、６日間以内の短期入院の場合◆ 

６日以内に退院された場合は、退院後再び施設に入所することができます。但し、入院期間中で

あっても、所定の利用料金をご負担いただきます。 

 

◆ ７日以上３ヶ月以内の入院の場合◆ 

３ヶ月以内に退院された場合には、退院後は再び施設に入所することができます。但し、入院時

に予定された退院日より早く退院された場合等、退院時に施設の受入準備が整っていない場合

には、併設されている短期入所生活介護の居室等をご利用いただく場合があります。この場合

は、入院期間中の所定の利用料金をご負担いただく必要はありません。 

 

◆ ３ヶ月以内の退院が見込まれない場合◆ 

３ヶ月以内に退院の見込まれない場合は、契約を解除する場合があります。この場合には、当施

設に再び優先的に入所することはできません。 

 （３）円滑な退所のための援助（契約書第２１条参照） 

    契約者が、当施設を退所する場合には、契約者の希望により、事業者は入所者の心身の状況、

置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を契約者及び契約

者のご家族に対して速やかに行います。 

適切な病院若しくは診療所又は介護老人福祉施設等の紹介 

居宅介護支援事業者の紹介 

その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

７．残置物引取人（契約書第２４条参照） 

 入所契約が終了した後に、退所時に施設に残された契約者の所持品（残置物）を、契約者ご自身

が引き取れない場合には、「残置物引取人」を定めていただきます。 

 退所の際に、施設は「残置物引取人」に連絡の上、残置物を引き取っていただきます。引取が出来

ない場合の引き渡しに係る費用については、契約者又は残置物引取人にご負担していただきます。 

 契約締結時に残置物引取人が定められていない場合であっても、契約を締結することは問 

題ないものといたします。 

８．苦情・相談受付について（契約書第２６条参照） 

 （１）施設における苦情・相談の受付 

    施設における苦情・相談の受付は、以下の専用窓口においてお受け致しております。 

   ◆苦情・相談受付窓口（担当者）  ；  上田 正憲 （副施設長） 

   ◆解決責任者              ；  田崎 健太郎 （施設長） 

   ◆受付時間               ；  月曜日～金曜日の  ９：００～１８：００ 

    また、苦情・相談受付ボックスを１階ロビーに設置致しております。 

 （２）行政機関その他苦情受付機関 
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城南区保健福祉センター 

    福祉・介護保険課 

所在地   福岡市城南区鳥飼６丁目１番１号」 

電話番号  ０９２－８３３－４１０５ 

国民健康保険団体 

連合会 

所在地   福岡市博多区吉塚本町１３番４７号 

電話番号  ０９２－６４２－７８１３ 

 福岡県社会福祉 

協議会 

所在地   福岡県春日市原町３丁目１番地７ 

電話番号  ０９２－５８４－３３７７ 

■ 南区保健福祉センター福祉・介護保険課    ；０９２－５５９－５１２５ 

■ 中央区保健福祉センター福祉・介護保険課   ；０９２－７１８－１１０２ 

■ 西区保健福祉センター福祉・介護保険課    ；０９２－８９５－７０６６ 

■ 早良区保健福祉センター福祉・介護保険課   ；０９２－８３３－４３５５ 

■ 那珂川市役所 高齢者支援課           ；０９２－９５３－２２１１ 

■ 大野城市福祉課                    ：０９２－５８０－１８５１ 

■ （３）その他  苦情・相談に関する受付・解決制度についての資料を参照願います。 

９．事故発生時の対応 

 （１）施設は、契約者に対する指定介護老人福祉施設サービスの提供により事故が発生した場合は、

速やかに契約者の家族、保健所、市町村等関係機関に連絡を行うとともに、必要な措置を講

ずるものと致します。 

 （２）施設は、損害賠償保険に加入し、契約者に対する指定介護老人福祉施設サービスの提供によ

り賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うものと致します。 

 （３）施設は、事故が発生した際には、その原因を解明し、再発を防止するための対策を講ずるもの

と致します。 

１０．看取り介護について 

  定義；看取り介護は、当施設入居者が医師の判断のもと、回復不能な状態に陥った時に、最期の

場所及び治療等について本人の意思、並びに家族の意向を最大限に尊重して行うものとする。当

施設において看取り介護を希望される契約者に対しては、家族の支援を最後の時点まで継続する

ことが基本と考え、それを完遂する責任が施設及びその職員にあるものとする。しかしながら、看

取り介護実施中にやむを得ず病院や在宅等に搬入する契約者においても、搬入先の病院等への

引継ぎ、継続的な契約者及び家族への支援を行うものとします。 

 １．看取り介護をするために、以下の条件を満たすと共に、施設における看取り介護に関する理念、

及び理念に基づく質の高いサービスを提供する。 

 ２．契約者は人道的且つ安らかな終末を迎える権利を保持しているものと考え、当施設は可能な限

り尊厳と安楽を保ち、安らかな死が迎えられるよう全人的ケアを提供するために体制を整備する。 

 ３．当施設は、医師（嘱託医）及び協力医療機関と連携を図り、医師の指示により施設長を中心に

多職種協働体制のもとで契約者及びその家族の尊厳を支える看取りに努めるものとする。 

その他の事項に関しては、《重要事項説明書の付属文書》に添付致しております。 

１０．虐待について 

 当施設では高齢者虐待は人権侵害であり、犯罪行為という認識のもと、高齢者虐待の防止、

高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下、高齢者虐待防止法）の理念に基づき、高

齢者の尊厳の保持・人格の尊重を重視し、権利利益の擁護に資することを目的に、高齢者虐待
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の防止とともに高齢者虐待の早期発見・早期対応に努め、高齢者虐待に該当する次の行為の

いずれも行いません(別表参照)。 

ⅰ 身体的虐待：高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

ⅱ 介護・世話の放棄・放任：高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢

者を養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。  

ⅲ 心理的虐待：高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著しい心理

的外傷を与える言動を行うこと。  

ⅳ 性的虐待 ：高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせること。 

ⅴ 経済的虐待：高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の利益を

得ること。 

令和  年  月  日 

 

指定介護老人福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行い 

ました。 

 

  

 指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 油山福祉の里 

 

 説明者氏名              氏 名               ㊞ 

 

 

 私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定介護老人福祉施設サービスの

提供の開始に同意致しました。 

 

契約者氏名                      

 

 

               契約者のご家族（代理人） 

住所                           

契約者のご家族（代理人） 

                       氏名                        ㊞ 

 

【成年後見人又は立会人】   住  所                         

 

                       氏  名                      ㊞ 

 

 

※この重要事項説明書は、厚生省令第３９条（平成１１年３月３１日）第４条の規定に基づき、

入所申込者又はその家族への重要事項の説明のために作成したものです。  



 
 

 11

 

《重要事項説明書の付属文書》 

 

１．施設の概要 

 （１）施設の構造    鉄骨鉄筋コンクリート造  地上４階  地下１階 

 （２）建物の延床面積  ５，８９２．７８㎡ 

 （３）併設事業内容   当施設では、下記の事業を併設して実施致しております。 

短期入所生活介護；平成１２年 ３月１０日指定  福岡市４０７１３００２２４号  定員２０名 

通所介護    ；平成１２年 ３月 ６日指定  福岡市４０７１３００２２６号    定員４０名 

ケアハウス   ；平成１０年１２月１５日開設  （油山つばき苑）          定員３０名 

グループホーム ；平成１３年 ５月 １日指定  福岡市４０７１３００３７２号   定員 ９名 

生活支援ハウス ；平成１３年 ４月 １日指定                     定員１１名 

 （４）周辺環境 

  福岡市市民の憩いの場である油山の麓に位置し、自然の緑に囲まれた閑静な立地にありま 

  ます。公共交通機関（西鉄バス）までは、若干の距離（徒歩１５分位）がありますが、施 

  設よりの送迎バスを運行致しております。バス停からは多方面に多くの便数があります。 

２．職員の配置状況 

介護支援専門員 

生活相談員 

介護職員 

 

看護職員 

 

機能訓練指導員 

医 師 

入所・退所の相談、契約者のケアプラン作成等。           １名配置 

契約者の生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。    １名配置 

契約者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言を行いま

す。                 ３名の入所者に対して１名の介護職員を配置 

契約者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の介護・介

助も行っています。                     ２名の看護職員を配置 

契約者の機能訓練を行います。             １名の看護職員を配置 

契約者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

嘱託医１名を配置 

３．契約締結からサービス提供開始までの流れ 

◇入所契約の受け入れ前の発熱や感染症が疑われる場合、入所を一時中止するものとします。 

契約者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所後作成する「施設

サービス計画（ケアプラン）」に定めます。 

「施設サービス計画（ケアプラン）」の作成及びその変更は、次の通り行います。（契約書第３条参照） 

①当施設の介護支援専門員（ケアマネージャー）に、施設サービス計画の原案作成やそのために必

要な調査等の業務を担当させていただきます。 

②その担当者は、施設サービス計画の原案について、契約者及びその家族に対して説明し、同意を

得た上で決定いたします。 

③施設サービス計画は、６ヶ月（要介護認定有効期間）に１回、若しくは契約者及びその家族等の要

請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認して、変更の必要性がある場合には、契約者及びそ
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の家族等と協議して、施設サービス計画を変更いたします。 

④施設サービス計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面を交付して、その内容を確認し

ていただきます。 

４．サービス提供における事業者の義務【契約書第９・１０条参照】 

 当施設は、契約者に対してサービスを提供するに当たっては、次のことを厳守いたします。 

① 契約者の生命・身体・財物の安全・確保に配慮いたします。施設は、非常災害に備え必要な設

備（スプリンクラー･消火器･防火扉･非常用自動通報装置）を設け、防災、避難に関する計画を

作成する。 

② 非常災害に備え、年２回以上、避難、救出その他必要な訓練等行う 

③ 契約者の体調・健康状態から見て必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、ご契約者

等から聴取や確認をすることがございます。 

④ 契約者が受けている要介護認定の有効期限の満了日の３０日前までに、要介護認定の更新申

請のために必要な援助を行います。 

⑤ 契約者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管するとともに、ご契約者又は代理

人の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付いたします。 

⑥ 契約者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。但し、契約者又は他の

入所者等の生命・身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、記録を記載するなど 

適切な手続きにより身体等を拘束する場合がございます。 

⑦ 事業者及びサービス従業者は、サービスを提供するに当たって知り得た契約者及びその家族

等に関する情報を、正当な理由なくして、第三者に漏洩いたしません。但し、契約者に緊急な医

療上の必要性がある場合は、医療機関等に心身等の情報を提供いたします。また、契約者の

円滑な退所のための援助を行う際も含めて、予め文書にてご契約者の同意を得るものといたし

ます。 

⑧ 事業者は、福祉施設・事業所でのより良い福祉サービスの実現に向けて、公正・中立な第三者

評価機関が専門的・客観的立場から福祉サービスについての評価を行う仕組みである福祉サ

ービス第三者評価を行います。なお評価結果はインターネット上に掲載されます。 

（令和 5 年 10 月 13 日実施済）（令和 5 年 11 月 17 日公開） 

５．施設利用時の留意事項 

 施設のご利用に当たっては、施設に入所されている契約者の共同生活の場としての快適性・安全

性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

 （１）持ち込みの制限 

   入所に当たり、以下の物品は原則として持ち込むことはできません。 

   ナイフ・はさみ等の刃物類、食べ物、火気類、動物類 他 

 （２）面 会 

   ◇面会時間は、原則として ９：００～１８：００ までとなっております。 

   ◇来訪者は、必ず面会表へのご記入をお願いいたしております。 

   ◇来訪される場合、原則として食べ物類のお持ち込みはご遠慮願っております。尚、お持ち込み

になった場合は、必ず職員にお声を掛けて下さい。余った（残った）食べ物は持ち帰るか、職

員にお預け願います。 
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 （３）外出・外泊（契約書第２２・２５条参照） 

   外出・外泊をされる場合には、事前に施設へお申し出下さるようお願いいたします。 

 （４）食 事 

   食事が３食とも不要な場合は、前日までにお申し出下さい。前日までにお申し出がなされた場合

には、重要事項説明書に定める“食事に係る自己負担金”は、免除されるものとします。 

 （５）喫煙、飲酒 

   施設内の喫煙は、ご遠慮頂いております。また飲酒は可能ですが、介護支援専門員や生活相

談員にご相談下さい。 

 （６）施設・設備等の使用上の注意 

   ◇居室及び共用、敷地は、その本来の用途に従ってご利用下さい。 

   ◇故意又は僅かな注意を払えば避けられたにも拘わらず、施設又は設備を壊したり、汚したりし

た場合には、ご契約者の負担により原状に復して頂くか、又は相当の代価をお支払い頂く場

合があります。 

   ◇契約者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場合に

は、契約者の居室に立ち入り、必要な措置を講ずることができるものといたします。 

   ◇施設の職員や他の入所者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活動等を行

うことは出来ません。 

６．損害賠償について【契約書第１０・１１条参照】 

 施設に置いて、事業者の責任により入所者に生じさせた損害については、事業者は速やか 

 にその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様といたします。但し、その損 

害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には、契約者の置かれた心身の 

状況を勘案して相当と認められる時に限り、事業者の損害賠償責任を減ずる場合があるもの 

 とします。 
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重要事項説明書用 

看取りに関する指針 

 看取り介護は入所者が医師の診断のもと、回復不能な状態に陥った時に、最後の

場所及び治療等について本人の意思、並びに家族の意思を最大限に尊重して行わな

ければならない。 

 

特別養護老人ホーム油山福祉の里において看取りを希望される入所者、家族の支援

を最後の時点まで継続することが基本であり、それを完遂する責任が施設及び職員

にはある。また、看取り介護実施中にやむを得ず病院や在宅などに搬送する入所者

においても搬送先の病院などへの引継ぎ、継続的な入所者、家族への支援を行われ

なければならない。 

 

① 看取り介護実施時特別養護老人ホーム油山福祉の里は以下の条件を満たし

ていると共に施設における看取り介護に関する理念、及び理念に基づ 

く質の高いサービスが行われなければならない。 

 

② 入所者は、人道的且つ安らかな週末を迎える権利を保持しているので、看取

り介護実施時に可能な限り尊厳と安楽を保ち、安らかな死が迎えられるよう

全人的ケアを提供するために以下の体制を整備する。 

 

③ 看取り介護実施時に、医師及び、医療機関との連携を図り、医師の指示によ

り管理者を中心に多職種協働体制のもとで利用者及び家族の尊厳を支える

看取りに努めるものとする。 

 

１， 看取り体制 

（１） 自己決定と尊厳を守る看取り介護 

① 看取り介護の基本理念を明確にし、本人または家族に対し生前意志（リビ

ングウィル）の確認を行うこと。 

② 看取り介護においては、医師による診断（医学的に回復の見込みがないと

判断したとき）がなされた時が、看取り介護の開始となる。 

③ 看取り介護の実施にあたり、本人または家族に対し、嘱託医師または協力

病院から十分な説明が行われ、本人または家族の同意を得ること。（インフ

ォームドコンセント） 

④ 看取り介護においては、そのケアに携わる管理者、生活相談員、介護支援

専門員、看護師、管理栄養士、介護職員等従事するものが協働し、看取り

介護に関する計画書を作成し、原則として週１回以上、本人家族への説明

を行い、同意を得て看取り介護を適切に行うこと。尚、必要に応じて適宜、
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計画内容を見直し、変更する。 

 

（２） 医師・看護体制 

◇ 看取り介護実施にあたり嘱託医師、協力病院医師との情報共有による看

取り看護の協力体制を築いていること。 

◇ 看護師は医師の指示を受け看護責任者のもとで利用者の疼痛緩和など

安らかな状態を保つように状態把握に努め、利用者の状況を受け止める

ようにする。また、日々の状況などについて随時、家族に対して説明を

行い、その不安に対して適宜対応していく 

◇ 医師による看取り介護の開始指示を受けて、カンファレンスに基づき多

職種による看取り介護計画書を作成し実施するものとする。 

 

（３） 看取り介護の施設整備 

① 尊厳ある安らかな最後を迎えるために個室の環境整備に努め、その人ら

しい人生を全うするための居室整備の確保を図ること。 

② 施設での看取り介護に関して、家族の協力体制（家族の面会、付き添い

等）のもと個室又は整備室の提供を行う。 

 

（４）看取り時の介護体制 

１） 栄養と水分 

看取り介護にあたっては多職種と協働し、利用者の食事・水分摂取

量・浮腫・尿量・排便量などの確認を行うとともに、利用者の身体状

況に応じた食事の提供や好みの食事などの提供に努める 

２） 清 潔 

利用者の身体状況に応じ可能な限り入浴や清潔を行い、清潔保持と感

染症予防対策に努める。その他本人、家族の希望に添うように努める 

３） 苦痛の緩和 

身体面・・・利用者の身体状況に応じた安楽な体位の工夫と援助及び

疼痛緩和などの処置を適切に行う。（医師の指示による

緩和ｹｱ又は、日常的ケアによる緩和ｹｱの実施） 

精神面・・・身体機能が衰弱し、精神的苦痛を伴う場合、手を握る、

身体をさする、寄り添うなどのｽｷﾝｼｯﾌﾟや励まし、安心

される声かけによるｺﾐﾆｭｹｰｼｮﾝの対応に努める。 

４） 家 族 

変化していく身体状況や介護内容については、定期的に医師からの説

明を行い、家族の意向に沿った適切な対応を行う。継続的に家族の精

神的援助（現状説明・相談・こまめな連絡等）あるいは本人、家族か

ら求められた場合における宗教的な関わりと援助を行い、ｶﾝﾌｧﾚﾝｽご

とに適時の状態説明を通し家族の意向を確認する 
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緊急やむを得ない場合の身体拘束について 

 

 

※ 介護保険指定基準の身体拘束禁止規定 

 「サービスの提供に当たっては、当該契約者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するために

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他契約者の行動を制限する行為を行ってはならな

い」 

 

※ 介護保険指定基準に関する通知 

 「緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の契約者の心身状況、

緊急やむを得なった理由を記録しなければならないものとする」 

 

当施設に置いて、身体拘束を行う場合には、身体拘束廃止委員会において充分な検討を行い、必

要と判断された場合のみ、契約者及びその家族に対して、身体拘束の内容、目的、拘束の時間、時

間帯、期間等を出来る限り詳細に説明し、充分な理解を得た後実施するものとします。その際には、

嘱託医や施設長、現場の責任者からも説明を行うものとします。 

 

身体拘束を行うか否かは、下記の三つの要件を満たした場合のみ、身体拘束廃止委員会で検討

するものとします。 

 

（１）契約者本人又は他の入所者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が高いこと【切迫性】 

（２）身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと【非代替性】 

（３）身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること【一時性】 

 

契約者及びその家族に対しては、「緊急やむを得ない拘束に関する説明書」を基に、説明を行い、

同意を得た後実施するものとします。 

 

その後の経過については、「緊急やむを得ない身体拘束に関する経過観察・再検討記録」を用い

て、詳細に記録し、経過説明を行うものとします。 
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相談・苦情に関する受付・解決制度について 

 

【目的】 

 相談・苦情への適切な対応により、福祉サービスに対する利用者の満足感を高めることや早急

な虐待防止対策が講じられ、利用者個人の権利を擁護するとともに、利用者が福祉サービスを

適切に利用することができるように支援する。 

 相談・苦情を密室化せず、社会性や客観性を確保し、一定のルールに沿った方法で解決を進め

ることにより、円滑・円満な解決の促進や事業者の信頼や適性の確保を図る。 

 利用者の立場として、個々の希望に添うより良いサービスの提供を受けることが可能となり、自

己の選択と自立を通じＱＯＬ（生活の質）の向上を図る。 

 事業者の立場として、サービスの問題点を把握し、改善の措置を図ることにより、利用者に対す

る契約関係（サービス提供）の円滑な継続を可能とし、問題点の改善を通じて、施設全体のサー

ビス向上を図る。 

 

【相談・苦情解決体制】 

 受付担当者     副施設長  上田 正憲 

 解決責任者     施設長   田崎 健太郎 

 受付時間      月曜日～金曜日   ９：００～１８：００ 

            施設内３ヶ所に苦情・相談（ご意見箱）受付ボックスを設置 

 受付担当者の職務   ◇利用者からの相談・苦情の受付 

            ◇相談・苦情内容、利用者の意向等の確認と記録 

            ◇受付受理した相談・苦情及び改善状況等を解決責任者及び第三者委

員への報告 

 第三者委員とは    相談・苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場や特 

            性に配慮した適切な対応を推進するため、第三者委員を設置 

               第三者委員の構成➔二名   疋田 初美（評議員） 

              児島 洋子（評議員） 

 第三者委員の職務   ◇受付担当者からの相談・苦情の内容の報告聴取 

               ◇内容の報告を受けた旨の申出人への通知 

               ◇利用者からの直接の受付 

               ◇申出人への助言 

               ◇事業者（施設）への助言 

               ◇申出人と解決責任者の話し合いへの立ち合い及び助言 

               ◇日常的な状況把握と意見聴取 

               ◇解決責任者からの相談・苦情に係る事案の改善状況等の報告聴取 
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【相談・苦情解決の手順】 

  １．利用者への周知 

    施設内掲示板への掲示、パンフレットの配布等により、解決責任者は利用者に対して、 

    解決責任者、受付担当者及び第三者委員の氏名・連絡先や相談・苦情解決の手順・仕組 

    みについて周知させる。 

  ２．相談・苦情の受付 

    ①受付担当者は、利用者等から相談・苦情を随時受け付ける。尚、第三者委員も直接相 

     談・苦情を受け付けることができます。 

    ②受付担当者は、利用者等からの相談・苦情受付に際し、次の事項を書面に記録しその 

     内容について申出人に確認いたします。 

     一、相談・苦情の内容 

     二、申出人の希望等 

     三、第三者委員への報告の要否 

     四、申出人と解決責任者の話し合いへの第三者委員の助言、立ち合いの要否 

  ３．相談・苦情受付の報告・確認 

    ①受付担当者は、受付した相談・苦情はすべて解決責任者及び第三者委員に報告します。 

     但し、申し出人が第三者委員への報告を明確に拒否する意思表示をした場合を除く。 

    ②投書など匿名の苦情については、第三者委員に報告し、必要な対応を行います。 

    ③第３者委員は、受付担当者からの相談・苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認 

     するとともに、申出人に対して報告を受けた旨を通知いたします。 

  ４．解決に向けての話し合い 

    ①解決責任者は、申出人との話し合いによる解決に努めます。その際、申出人又は解決 

     責任者は、必要に応じて第三者委員の助言を求めることができます。 

    ②第三者委員の立ち合いによる申出人と解決責任者の話し合いは、次により行います。 

     一、第三者委員による相談・苦情内容の確認 

     二、第三者委員による解決案の調整、助言 

     三、話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認。尚、解決責任者も第三者委 

       員の立ち合いを要請することができます。 

  ５．相談・苦情解決の記録と報告 

    解決や改善を重ねることのより、サービスの質が高まり、運営の適正化を確保する。こ 

    れらを実効あるものにするために、記録と報告を積み重ねるようにする。 

    ①受付担当者は、受付から解決・改善までの経過と結果について書面に記録する。 

    ②解決責任者は、一定期間ごとに解決・改善結果について第三者委員に報告し、必要な 

     助言を受ける。 

    ③解決責任者は、申出人に解決・改善を約束した事項について、申出人及び第３者委員 

     に対して、一定期間後報告をいたします。 

  ６．解決・改善の結果の公表 

    利用者によるサービスの選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るために、 

個 人 情 報 に 関 す る も の を 除 き 、 「 事 業 報 告 書 」 等 （ 施 設 ホ ー ム ペ ー ジ
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http://fukusikai.co.jp/aburayama/）に実績を掲載し、公表いたします。 

 

相談・苦情解決の仕組み 

 

 
 

【受付・解決・改善構成メンバー】 

◇ 受付担当者 ： 上田 正憲 （副施設長）０９２－８６１－８７８８ 

                       FAX０９２－８６１－８８７２ 

◇ 解決責任者 ： 田崎 健太郎 （施設長） ０９２－８６１－８７８８ 

                       FAX０９２－８６１－８８７２ 

  

◇第３者委員  ： 疋田 初美 （評議員） 

          ０９２－８６１－４２９０ 

          〒８１４－０１５３福岡市城南区樋井川４丁目３７番６号 

          児島 洋子（評議員） 

          ０９２－８７１－１７９１ 

          〒８１４－０１５５福岡市城南区東油山４丁目５番１５号 

 

 ◇介護施設における高齢者虐待に関する行政の相談等窓口 

   福岡市役所 福祉局 事業者指導課 

          〒８１０－８６２０福岡市中央区天神１丁目８番１号 

           ０９２－４１１－４３１９ 

          FAX０９２－７２６－３３２８ 

          E-mail：j-shido.PWB@city.fukuoka.lg.jp 

解決責任者 受付担当者   相談・苦情受付ＢＯＸ 

話し合い 

  

話
し
合
い
の 
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もし ご相談したいこと、ご不満に思うことがございましたら 

  当施設が提供する各種サービスについて、総ての皆様にご満足頂けるように職員一同日々全力を 

注いで尽くしております。しかし、サービスご利用の方並びにご家族の皆様方で、施設へのご不 

満や改善を望むことがございましたら、ご遠慮なくお申し出ください。 

相談・苦情に関する受付について 

  受付担当者に直接お申し出ください。施設内の３ヶ所に受付ＢＯＸを設けていますのでご利用下さい。 

郵便・ＦＡＸでの受付も承っています。 

    受付担当者      ； 副施設長 上田 正憲 

    解決責任者      ； 施設長  田崎 健太郎 

第三者委員とは 

  第３者委員とは、サービスの利用者と施設の間に入って、問題を公平・中立な立場で円滑・円満に改善 

・解決するために設けられた制度です。希望される場合は、第３者委員を交えてお話し合いもできます。 

    当施設の第３者委員は  疋田 初美 （評議員）０９２－８６１－４２９０ 

                〒８１４－０１５３福岡市城南区樋井川４丁目３７番６号 

               児島 洋子 （評議員）   ０９２－８７１－１７９１ 

               〒８１４－０１５５福岡市城南区東油山４丁目５番１５号 

相談・苦情の申し出先 

  〒８１４－０１５５ 福岡市城南区大字東油山字黒の原４９９番地の１６ 

            社会福祉法人 福岡福祉会 相談・苦情受付担当者宛 

           ０９２－８６１－８７８８ ＦＡＸ０９２－８６１－８８７２ 

           第三者委員への連絡先については事務所までお問い合わせ下さい 

その他の苦情受付機関（行政機関等） 

 福岡市城南区保健福祉センター :０９２－８３３－４１０５ 福岡市城南区鳥飼６－１－１ 

 南区保健福祉センター         ：０９２－５５９－５１２５ 

 博多区保健福祉センター       ：０９２－４１９－１０８１ 

 中央区保健福祉センター       ：０９２－７１８－１１０２ 

 西区保健福祉センター         ：０９２－８９５－７０６６ 

 早良区保健福祉センター       ：０９２－８３３－４３５５ 

 那珂川町役場 高齢者支援課  ：０９２－９５３－２２１１ 

 大野城市福祉課        ：０９２－５８０―１８５１ 

 国民健康保険団体連合会；☎０９２－６４２－７８１３ 福岡市博多区吉塚本町１３－４７ 

 福岡県社会福祉協議会；☎０９２－５８４－３３７７ 春日市原町３－１－７ 

 福岡県運営適正化委員会；☎０９２－９１５－３５１１ 春日市原町３－１－７ 

 

相談・苦情に関する    

 受付・解決制度について 
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個人情報提供に関わる同意書 

 

令和  年  月  日 

 

社会福祉法人 福岡福祉会 

特別養護老人ホーム 油山福祉の里                        施設長 田崎 健太郎 

 

（ご利用者）住所 

                                 

      氏名 

                              ㊞  

（ご利用者ご家族）住所 

                                 

      氏名 

                              ㊞  

 

 

特別養護老人ホーム 油山福祉の里の利用にあたり、私（利用者およびその家族）の個人情報につ

いては必要最低の範囲で使用、または提供することに同意します 

 

利用目的 

 

① 介護保険における介護認定の申請、更新または変更のため 

② 利用者に関わる介護計画（ケアプラン）を立案し、円滑にサービスが提供されるため                

に実施するサービス担当者会議での情報提供のため 

③ 医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業所、保険者（市町村）及 

  びその他社会福祉団体等との連絡調整のため 

④ 利用者が、医療サービスの利用を希望している場合及び、主治医等の意見を求める必 

 要のある場合 

⑤ 利用者の利用する介護事業所内のカンファレンスのため 

⑥ 行政の開催する評価会議又はサービス担当者会議において必要とする場合 

⑦ その他サービス提供に必要な場合 

⑧ 上記各号に関わらず、緊急を要する時の連絡等の場合 

⑨ 特養で作成するホームページや新聞等において顔写真等の掲載 

 

※個人情報の取り扱いには細心の注意を払い、関係者以外に漏洩することのないようにします 


